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総説

1．はじめに

わが国におけるし尿処理は、1954年に清掃法で市町村

による汲み取りし尿の収集、処理が義務づけられたこと

により本格的に始まったが、下水道が整備されるまでの

補完的なシステムとして位置づけられていた1）。

初期の処理技術は嫌気性消化方式、化学処理方式、酸

化処理方式を中心に発展し、さらに1968年頃に湿式酸化

処理方式が加わり、放流水質は清掃法により20倍希釈で

BOD30mg／e以下、SS70mg／e以下、大腸菌群数3，000

個／／mg以下と定められていた。しかし、公害が社会問題

化するにつれて、迷惑施設であるし尿処理施設を建設す

る際に厳しい放流水質が要求されるようになった。これ

らの要求に応えられる無公害型の処理技術を開発するた

め、プラントメーカーを中心に積極的な研究開発が行わ

れてきた。

し尿高度処理（以下、本文では三次処理を含む広義の

高度化処理を指すものとする）の研究開発が始まってか

ら約35年余りが経過した。研究開発にあたっては、要求

される処理水質を満足させるために多くの用排水処理法

がし尿処理に導入され、適用化試験を繰り返し行いなが

ら処理技術は飛躍的に発展してきた。この結果、今では

し尿や浄化槽汚泥を無希釈・高負荷で処理できる膜分離

高負荷脱窒素処理方式が確立され、放流水はBOD、SS，

COD、T－Nがそれぞれ10mg／e以下、T－Plmg／el以
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下、色度30度以下という非常に良好な水質が得られるよ

うになった。このような処理技術発展の背景には、社会

的な要求に応えられる処理システムを開発しようとする

プラントメーカーの開発競争と、開発した処理システム

を新技術として認める厚生省の国庫補助制度に負うとこ

ろが大きい。硯在のし尿処理技術は、わが国独特の高度

処理システムとして世界に誇れるものである。

し尿高度処理技術の発展段階を大別すると、次の3段

階に分けることができる。

①　第1段階：環境保全型し尿三次処理技術の開発

②　第2段階：低希釈型生物学的脱窒素技術の開発

③　第3段階：膜分離型高負荷脱窒素技術の開発

本文では、これらの発展段階に沿ってし尿の高度処理

技術を解析し、その結果をもとに今後の技術的な課題を

展望する。

2．環境保全を目指したし尿三次処理技術の開発

2．1三次処理技術開発の背景

し尿処理施設の放流水に対して環境保全上から水質改

善を要求する動きが強くなったのは、1970年に水質汚濁

、防止法が制定された後で、その当時嫌気性消化方式およ

び好気性消化方式の放流水質（約200施設）を調査した結

果2）3）4）では、平均BOD31mg／e、COD59mg／e、

SS47mg／ゼ、色度214度で、一部の処理施設を除けば

BODはほぼ基準値を満足している状況であった。
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しかし、法律以前の問題として、処理施設の建設には

放流先の利水団体や住民との合意を得る必要があり、

BODのほかにCOD、SS、色度等の高度処理が求められ

る計画事例が次第に多くなっt5）。なかでもCODはBOD

より除去率が低く、規制の強化につれて除去が求められ、

色度も感覚的に放流水の色相がし尿を連想させるため、

高度処理が強く要望された。

いずれの水質項目も従来の一一、二次処理では十分に除

去できなかったため、三次処理の研究開発が各地で行わ

れた。当時下水道でも三次処理の研究に着手していたが、

し尿処理はいち早く実施設の建設に向けた動きが始まっ

た。実用化の段階で研究されたのは、凝集分離、砂ろ過、

活性炭吸着、オゾン酸化、接触酸化等の処理法であった。

2．2　凝集分離法

凝集分離法は、し尿処理ではし尿に直接凝集剤を添加

して固液分離する化学処理方式が既に多くの実績があり、

これを三次処理に通用することによりBOD、SS、COD、

リン等の除去に効果があることが知られていた。当初は

嫌気性消化方式や好気性処理方式の三次処理法の一つと

して実用化されたが、1973年の瀬戸内海臨時措置法の制

定によるCOD規制を満足するために普及した。1975年以

降は10倍希釈でBODとともにT－Nが除去可能な低希釈二

段活性汚泥処理方式が開発されたのに伴い、凝集分離法

は1979年にし尿処理施設構造指針の三次処理の一プロセ

スとして正式に国庫補助の対象技術となった。

凝集分離法のうち当初研究されたのは凝集沈殿法であ

る。嫌気性消化方式や好気性処理方式の二次処理水の性

状に適する凝集剤の種類、添加量、固液分離性、処理効

率等について多くの基礎実験が行われた6）。凝集剤は石

灰、硫酸バンド、PAC、塩化第二鉄等の凝集効果が検討

され7）819）、放流水のBOD、SSは10mg／／／e以下が期待で

きるが、COD、色度については二次処理水の性状、希釈

倍率、凝集時のpH等の条件によって除去率に限界があ

ることが報告された8）101。リンの除去には凝集分離法

は最も有効な方法で、三次処理でリンを90％以上除去す

ることが可能で、放流水のT－Pは1mg／／e以下が得られ

た11）12）。

その後リン除去を目的に生物学的脱リン法が検討され

た例はあるが、凝集分離法はリン、CODを含む多くの水

質項目に対して除去効果があるため、リン除去に関して

それ以外の処理技術はあまり研究されず、ほぼ完成した

技術として現在でも評価されている。

凝集沈殿の適用化試験は、嫌気性消化方式の二次処理

水に対して凝集沈殿・砂ろ過・活性炭吸着を組み合わせ

た処理システム（処理能力：120nf／′／日）で長期間行われ
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た報告13）があり、凝集加圧浮上については、好気性消

化方式の二次処理を凝集加圧浮上と砂ろ過を組み合わせ

た実施設の報告14）がある。

その後各種の生物学的脱窒素処理方式に凝集分離法を

適用した成果をもとに、1988年に全面改定されたし尿処

理施設構造指針において、混和槽＋凝集槽＋凝集沈殿槽

（浮上分離槽または濃縮スクリーン）の処理システムが採

用された15）。さらに高負荷脱窒素処理方式が指針化さ

れた時は、凝集分離法は脱窒素処理水の二次処理法に採

用されており、現在においてもし尿処理では重要な処理

法である。

2．3　活性炭吸着法

活性炭吸着法は、活性炭の吸着能が低下すると処理水

質が次第に悪化し再生が必要であること、維持管理コス

トが高いことなど、主に管理上の理由から一時期はオゾ

ン酸化法より施設数が少なかった。しかし、COD除去に

有効であるため、COD規制が厳しい地域には不可欠の処

理法であり、また1980年以降は低希釈・高負荷処理シス

テムが次第に多くなるにつれて、凝集分離法と組み合わ

せて導入する施設が多くなった。

活性炭吸着法を適用する場合、使用する最適な活性炭

の選択とその必要量は、吸着等温線による吸着能試験で

評価16）17）し、カラム実験等で破過曲線を作成して吸着

速度を比較する方法により検討する17）18）19）20）。

活性炭を用いた高度処理システムには、二次処理の

ばっ気棺に粉末炭を添加し、活性汚泥による生物化学的

な酸化作用と物理化学的な吸着作用を併用した方法を実

用化した例21）が一部あるが、多くの施設では凝集分離

と砂ろ過の設備を前置し、その後に粒状炭を充填した吸

着塔を直列または並列に配置した固定床方式による三次

処理システムが用いられた。

凝集沈殿・砂ろ過・活性炭吸着を組み合わせた実証試

験によれば、4塔メリーゴーランド式の活性炭吸着塔を

用いて、SV3．6m3ノ／／㌦・時の条件で3カ月処理した結

果は表1のようで、前処理の凝集沈殿による除去率が非

常に高く50％に達していた。砂ろ過までの処理水質は二

次処理水の水質変動の影響を受けやすいが、活性炭吸着

による処理水質は変動が少なく良好であった13ノ22）。

2．4　オゾン酸化法

オゾン酸化法は、一部の処理施設においてオゾンの強

い酸化作用施設の脱臭に利用していた実績があるが、二

次処理水の脱色に適用した事例はなかった。オゾンを脱

色に適用する試みがなされたのは、（D新たな汚泥の生成

がない、②運転操作が容易、③活性炭吸着法より脱色効
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表1凝集沈殿＋砂ろ過＋活性炭吸着の処理機能13）

項　　　　　目 ��二次 処理水 �凝沈 処理水 �砂ろ過 処理水 �活性炭吸着処理水 
第1搭 �第2搭 �第3搭 �第4搭 

COD（mg／β） �平　　均 �59 �44 �40 �30 �28 �26 �19 
標準偏差 �14 �13 �13 �13 �14 �13 �9 

BOD（mg／e） �平　　均 �35 �19 �12 �12 �12 �10 �9 
標準偏差 �13 �12 �5 �5 �4 �4 �4 

色　度（度） �平　　均 �285 �184 �155 �95 �84 �65 �39 
標準偏差 �54 �58 �64 �54 �46 �33 �21 

率が安定している、④凝集分離法のように処理後に塩類

が増えない、等の特徴によるものであった23）。

二次処理水の着色成分はフミン酸等の高分子物質や胆

汁色素によっているが、その色度は処理方式や希釈倍率

によって異なり、20倍希釈では平均204度、10倍希釈で

は500度24ノ25）26）27）で、これを色度30度以下（無色）にす

るために必要なオゾンの注入量や処理条件について多く

の研究が行われた28）29）30）。これらの研究結果によると、

オゾン注入量50～100mg／ゼ、接触時間20～30分で色度30

度以下の放流水質が得られるが、オゾンは二次処理水中

のNO2－Nの酸化に優先的に消費されるため、脱色に必要

なオゾン注入量はNO2－N濃度が高い場合は増加する30）。

オゾン酸化法による脱色の高度処理設備が初めて登場

したのは1974年で251、凝集分離＋オゾン酸化十砂ろ過

を組み合わせた方式が多く建設された。標準脱窒素処理

方式では、凝集分離を併用した場合の必要オゾン量は20

～50mg　′ゼ程度で、オゾン反応糟の滞留時間は20～40

分が標準である15）。

3．億希釈型生物学的脱窒素技術の開発と発展

3．1窒素除去の必要性

公共用水域における富栄養化の原因物質である窒素、

リンのうち、リンについては凝集分離法で除去できる目

途がついたため、窒素除去が次の課題であった。窒素は、

上水道では藻類によるろ過池の閉塞、浄水用の薬剤量の

増加、異臭味物質の発生等の原因となり、農業では潅漑

用水への流入に伴う窒素過多、水産業ではNH4－Nによる

漁業被害が生じるため、その除去が要望された。し尿は

もともと窒素の含有量が多く、このためばっ気糟におけ

る不完全な硝化等で沈殿槽において汚泥浮上の原因と

なったり、処理水のNO2－NでCODが異常に高くなる現象

が生じる。また凝集分離で弱酸性にpHコントロールす

る際に、NH4－Nにより凝集剤の使用量が増加し、オゾン

酸化ではNO2－Nが色度の除去効果に悪影響を与える3日

など、これらの障害を排除するため窒素除去技術の開発

が不可欠な状況であった。
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環境庁が二次処理水質について行った調査32）によれ

ば、T－Nは平均118．6mg／／e（最低0．46～最高406mg

／／／e）、T－Pは平均10．88mg／／’e（0．07～30．1mg／／e）で、

工場排水と比べて著しく高い状況であった。窒素成分で

は一般にNH4LN濃度が高く、塩素イオンやBODの濃度と

比較的よく相関しており、NH4－N濃度はBODの約3倍で

あっが3）。窒素除去は三次処理として要望され、開発

の目標水質はT－NlOmg／／／β以下であった。

3．2　古典的な生物学的脱窒素方式

最初にし尿の窒素除去施設が稼動したのは1962年のこ

とで、嫌気性消化方式の脱離液を対象に硝化・脱窒が行

われた34）。その後、生物学的脱窒素法以外ではスチー

ムによるアンモニアストリッピング法35）やゼオライト

を用いた選択的イオン交換法36）が－Ⅷ▲部の施設に適用さ

れた例があるが、いずれの方法もNH4－Nの除去が主体で

他の窒素成分は除去されないため、これ以降の技術開発

は生物学的脱窒素法に限定されて行われた。

生物学的脱窒素法のシステムが最初にまとめられたの

は、脱窒に必要な有機炭素源を活性汚泥の細胞内物質に

求め、細菌の内生呼吸により脱窒を行う　Wuhrmann法

37）38）と、有機炭素源を流入基質または有機性排水に求

めて脱窒活性を高め、高い反応速度が得られる　Brlng・

mann法39）であった。これらの処理法をもとに、BOD酸

化菌、硝化菌、脱窒菌を培養する設備形式により基本的

には三つの処理システムに分類された。すなわち、①硝

化槽・脱窒槽・沈鱒糟の同一汚泥内で三つの細菌群を培

養する単相汚泥方式、②硝化槽・沈殿槽と脱窒槽・沈殿

槽に区分し、三つのうち一つの細菌群を別の汚泥で培養

する2相汚泥方式、③ばっ気槽・沈殿槽、硝化槽・沈殿

槽、脱窒槽・沈殿槽に3区分し、それぞれ別の汚泥を培

養する3相汚泥方式で、それぞれの方式についてその特

質と適用性が検討された。

1973年に処理能力60kβ／／／／日の3相汚泥方式の施設が

初めて建設され40）、嫌気性消化脱離液を低希釈で活性

汚泥処理したのち硝化・脱窒を行った結果、処理水の
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NH4－Nは5mg／ゼ以下が得られた。3相汚泥方式は個々

の反応プロセスを独立して管理できるという利点がある

が、設備の必要容積が大きく使用薬剤量も多くなるため、

設備の合理化と薬剤量の節減を目的に2相汚泥方式の施

設（処理能力90kg／／日）が建設された41）。［ばっ気槽・

沈殿槽］十［硝化槽・脱窒槽・沈澱槽］という設備構成で、

脱窒工程で生成したアルカリを硝化工程に返送して使用

するため、pH調整用の薬剤消費量は3相汚泥方式の1

／4以下であっが4）。

遠矢42）は、生物学的脱窒素法についての詳細な基礎

研究を行い、その成果はそれ以降の関連研究に大いに貢

献した。また村田ら43）は実用規模での生物学的脱窒素

処理法の研究結果を報告している。

3．3　経済的な生物学的脱窒素処理方式の開発

1）開発の考え方

古典的な生物学的脱窒素処理方式では、硝化槽におけ

るpHコントロールと脱窒糟における水素供与体の添加

が重要で、高濃度排水の場合には処理を制御するための

アルカリ剤と水素供与体のメタノールを多量に必要とす

るため、一般に薬剤費が高くなる。さらに、硝化糟では

多量の酸素を必要とするので、供給用の動力費が通常よ

り割高となる等の課題があった。このためプラントメー

カーを中心に、省エネルギーでBODやSSの除去と同時

に窒素を除去できる新しい処理技術の開発が精力的に行

われた。それまで構造指針にはBOD除去を主体とした技

術が取り入れられており、BODと窒素除去を一体化した

技術は認可されていなかった。指針外技術の認可を受け

るには、処理性能を実証するために十分な実験を行う必

要があり、現在は原則として10kg／日規模の施設で1年

間の実証試験が義務づけられている。

経済的処理システムの基本的技術は、Brlngmann法を

発展させ排水中のBODを炭素源として利用するLudzack

ら44）が開発した循環法があるが、その後Barnardら

45）46）47）は硝化液循環方式やその他の改良法について実

験的に検討している。

竹田ら48）49）は、し尿を用いてし。dza。k法について長

期の実験を行い、最適な処理条件を検討した。Ludzack

法でもかなりの脱窒効果が期待できるが、循環比やし尿

のBOD／／Nによって一部のNOx▼Nが処理水中に流出する。

経済的な処理システムの考え方は、脱窒工程で生成す

るアルカリを硝化工程の中和剤として利用することと、

脱窒工程における水素供与体にメタノールの代わりにし

尿中のBODを利用する点にある。硝化・脱窒におけるア

ルカリの収支は、硝化工程で消費されるアルカリと、脱

窒工程で生成するアルカリは等量で、pHが高い脱窒液
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を硝化槽に流入させて中和することが可能となる。脱窒

にはNOx－Nlkgに対してメタノール2．5～3kgを用いる。

これをし尿のBODで代用すると必要BOD量は窒素の約

2．1倍である。

2）各種の改良型生物学的脱窒素処理法

指針外技術として多くの処理法が開発されたが、その

代表的な処理方式は循環式脱窒素法、循環ばっ気式脱窒

素法、ステップ脱窒素法、二段脱窒素法である。（図1）

a．循　オ　式　脱　宴　乗　法

b．循　環　ば　っ　気　式　脱　窒　素　法

C．ス　テ　ッ　プ　脱　窒　素　法

d．二　段　脱　窒　素　法

図1代表的な改良型生物学的脱窒素法

循環式脱窒素法は硝化液循環タイプで、従来一段で

あった脱窒工程を二段とし、硝化糟の前後に第－－一脱窒糟

と第二脱窒糟を設ける。本方式の特徴は、硝化槽で生成

されるNOx－Nを大量に第一脱窒槽に循環し、流入する

し尿のBODを水素供与体として脱窒する。残留した

NOx－Nが処理水中に流出するLudzack法の欠点を補う

ため、第二脱窒糟でメタノールを用いて脱窒される。

これらの特徴により、メタノールの使用量が従来の処

理法と比べて大幅に節減出来ること、硝化槽に供給され

る酸素はNH4－Nの酸化にのみ消費されるのでばっ気動力

が節減されること、第一脱窒槽で生成したアルカリが硝

化糟に流入するため、中和用のアルカリが不用になるこ

と、等の利点がある。循環式脱窒素法は遠矢ら46）によ

り研究され、最初の施設が1976年に建設された。



循環ばっ気式脱窒素法は、好気性消化糟においてBOD

酸化のほか硝化と脱窒反応が同時に起こりうることが確

認され43）、T－Nが効率よく除去される現象をもとに開

発された方式である。本方式は循環式脱窒法の第一脱窒

糟の代わりに混合分解槽を設け、空気撹拝によりBOD除

去のほか硝化・脱窒を同時に行うが、好気・嫌気ゾーン

を明確に分けないのが特徴である。さらに、硝化・脱宝

のあと三次処理として凝集分離を行う場合、その凝集汚

泥を混合分解槽に返送し、余剰汚泥は沈澱槽からの引き

抜き汚泥として一本化している。この方式は空気吹き込

み条件下での脱窒であることから、好気性脱窒素法とも

呼ばれた。松田ら50）は好気性脱窒素の機構について研

究した。

ステップ式脱窒素法は、処理槽を8分割して脱窒と硝

化を交互に4回ずつ行い、し尿を四つの脱窒糟に分割注

入するとともに循環法の循環液の代わりに硝化・脱窒を

繰り返すことにより、アルカリの回収と水素供与体の節

減を図っている。

二段脱窒素法は、プロセス全体を脱窒反応に用いる有

機炭素源の種類によって二分割し、第一脱窒工程は第一

脱窒槽・硝化槽・第一沈殿槽から成り、し尿中のBODを

有機炭素源として70～80％のT－Nを除去する。ついで第

二脱窒槽・再ばっ気槽・沈殿槽から成る第二脱窒工程で

メタノールを用いて脱窒する。このように二段で脱窒素

することにより、し尿およびメタノールを資化するそれ

ぞれの生物反応を最適条件に設定することが出来るのが

特徴である。

これらの指針外技術の開発によりBODと窒素の同時除

去が可能になった結果、施設の運転管理が著しく容易に

なった。それまでは低負荷や高水温時に硝化が起こり、

沈殿槽の汚泥浮上、ばっ気糟のpH低下、亜硝酸の蓄積

によるCODの増加等、運転状態が不安定になりやすいこ

とが多かったが、このようなトラブルは非常に少なくな

り処理水質も良好になっが4）。

1979年に改正された構造指針において、循環式脱窒素

法を基本にした10倍希釈の低希釈二段活性汚泥処理方式

（以下、「低二方式」とする）という名称で指針化技術とな

り、嫌気性消化処理方式等の旧世代の処理法に対して、

新世代の処理法が確立した。

4．膜分離型高負荷脱窒素技術の開発と発展

4．1高負荷処理に対する開発の期待

1978年に高性能のばっ気装置を有する最初の低希釈高

負荷処理による指針外施設が認められが1）のを契機に、

高負荷処理に向けた技術開発がさかんに行われるように

なった。
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低二方式の施設においても、実際には5倍希釈以下で

良好な放流水質が得られている事例52）53）54）55）56）が報

告され、生物反応槽のコンパクト化（高容積負荷化）と、

3倍以下の超低希釈処理への開発指向が出てきた。究極

の開発目標は無希釈処理技術にあったが、これは希釈水

が確保出来ない立地条件への対応と、放流水量を最小限

にとどめたいという要望によるものであった。一方、高

負荷処理は機能が高いが十分な管理と高塩類による腐食

に留意する必要性が指摘された57）。

無希釈によるコンパクト化は、低二方式の運転実績か

ら可能なことが示されていたが、解決すべき課題として

は、①高MLSSを保持し、酸素供給性能が高いばっ気装

置の開発、（む超低希釈化による異常な昇温と発泡に対す

る対策、③coD、色度等除去しにくい項目の対応、④汚

泥生成量の減少と運転管理コストの節減、等があげられ

が8）59）。

高MLSS濃度の保持は槽容量の縮小に不可欠の条件で

あるが、容積負荷を高く設定しても、BOD－MLSS負荷

を極端に高くすることは不可能で、一般に負荷を経験上

0．4kg／kg・日以下に設定する必要がある。それにはM

LSS濃度を低二方式の6，000mg／eから、固液分離装置

の機能を高めて12，000～20，000mg／gに高めることが

開発目標となった。

ばっ気装置の高性能化については、従来から使用して

いるばっ気装置の性能は一般に酸素移動速度が

0．05kg－02／㌦・時前後51）であったため、高濃度なし尿

を処理するには希釈して濃度を下げるか、槽容積を大き

くし反応時間を長くする方法が採用されてきた。このた

め高性能なばっ気装置の開発が必要であった。

生物反応糟における水温の異常な上昇は、気温の上昇

と低希釈による生物反応時に起こり、反応糟の発生熱と

流入熱の和が流出や放熱よりも大きいことに原因してい

る。し尿のBOD酸化と硝化に伴う発生熱は50～60Mkcal

／kゼ5）で、無希釈で処理した場合は42～45℃に達する。

生物活性に対する高温の影響については、40℃以上にな

るとアンモニア毒性が強まり、硝化菌の活性が低下する
42）ため、冷却装置を設置して夏季は水温を35℃程度に

下げる必要がある。また高性能なばっ気装置による強い

ばっ気や生物活性の変化により、粘度が高く細かい泡が

発生しやすいため消泡対策も必要となる。

4．2　高負荷脱窒素処理方式

発展段階における高負荷処理技術は、一次処理に低二

方式またはそれに準じた生物脱窒素法を採用するメー

カーが多く、低二方式以外では単一槽で硝化と脱窒を行

う回分式や前ばっ気糟を用いる方式等であった。二次処



神奈川県環境科学センター研究報告　第19号（1996）

凝集分離法が一般に用いられていた60）。

生物反応槽はばっ気装置との組合せで形状が異なるが、

一部のメーカーを除くとほとんどが酸素溶解効率が高い

水深7～10mの探槽タイプが採用された。ばっ気装置は

ポンプ循環式、空気注入式、回転空気分散式、加圧式、

酸素注入式など、酸素供給能力が従来型より10数倍高い

独特のものが使用された結果、生物反応槽の容量は処理

し尿量Qに対して5～10Qで、BOD容積負荷は3～10kg

／ノ／扉・日の範囲が多かった60）61）。発泡対策には反応槽

の余裕高を十分とり、さらに羽根などの回転による強い

せん断力で泡を破砕する各種の消泡装置や混合液をポン

プで加圧して液面に噴射して消泡する方法のほか、消泡

剤が用いられている。

以上の諸技術に加えて、高負荷処理では高MLSS濃

度を保持するため混合液の固液分離装置を開発すること

が重要であった。開発当初は重力分離型や浮上分離型等

の固液分離装置が使われた62）が、次第に分離機能が高

い遠心濃縮機による機械分離型に移行した。遠心濃縮機

を用いることによりMLSS15，000～20，000mg／／e、返送

汚泥濃度30，000～50，000mg／βを保持することが可能

となっが9）。

このように高負荷処理法は指針外技術として積極的に

開発が行われ、技術的に固まったため1988年に希釈倍率

3倍以下で処理する高負荷脱窒素処理方式（以下、「高負

荷方式」とする）として指針化された。同時に低二方式は

標準脱窒素処理方式（以下、「標準方式」とする）という名

称に変わった。

4．3　無希釈・膜分離型高負荷脱窒素処理方式の開発

1）限外ろ過膜を導入した高負荷処理技術

遠心濃縮機等の代わりに分離膜を用いて高濃度の活性

汚泥を直接固液分離し、高度なろ過性能によって安定し

た処理水質を得る新技術が研究開発された。技術開発の

対象になった分離膜は限外ろ過膜（以下、「UF膜」とする）

で、その他の膜では一部の施設で逆浸透膜を用いて処理

水を再利用している例がある。

UF膜による活性汚泥の分離は1970年に米国で最初に

報告63）されたが、わが国では1979年頃からビル排水の

再生利用に適用してきた実績がある64）。処理規模10kゼ

／日の施設で最初にUF膜による高負荷処理の実証試験

が行われたのは1979年のことで、その成果をもとに1986

年初の膜分離型高負荷方式の処理施設（40kg／日）が建設

されが5）。

膜分離型高負荷方式は現在のところ指針外技術になっ

ているが、固液分離にUF膜を採用したこと以外は構造

指針の高負荷方式と基本的に同じである。本方式は大別

すると図2に示す3種類で、一般にはUF膜を二段に設

置する例が多く、一段目は高負荷で硝化・脱窒反応を終

了した生物汚泥の固液分離用として、二段目はCOD、色

度、リン酸等を除去する凝集汚泥の固液分離用である。

凝集汚泥を固液分離した処理水は、活性炭吸着により

coD、包皮等を高度処理する66）。

図2　膜分離型高負荷脱窒素処理方式66）
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2）硝化・脱窒槽設備

それぞれの処理方式により反応棺の構造、酸素供給方

法、硝化・脱窒方法等が異なるが、大別すると、①単一

糟で硝化・脱窒反応をサイクルで繰り返し、し尿は回分

投入する、②反応槽内を嫌気部と好気部に分けて硝化と

脱窒を行う、③その他の方式（反応糟を複数に分割し、

硝化・脱窒を各々の糟で行う方式、反応糟の中に担体を

入れ処理効率を高める方式等）、である。

反応糟には冷却装置、消泡装置等を設け、槽容量は構

造指針に沿ったものになっている。実施設の運転条件を

みると、BOD容積負荷は1．1～1．2kg／汀f・E］の範囲で

処理しているものがほとんどで、BOD－SS負荷0．06～

0．1kg／／kg・日、T－N・SS負荷0．03～0．05kg／kg・日、

MLSS14，000－18，000mg／C、水温35～38℃である

58）59）

3）膜分離装置

生物汚泥用膜分離装置は、管状型または平膜型のモ

ジュールを加圧してろ過する方式が一般的であるが、そ

の他膜モジュールを直接反応槽内に浸けて真空ポンプで

透過液を吸引する浸横型67）や、同様に引き出した混合

液中に円板状の平膜を浸漬し、回転しながら吸引する回

転平膜型68）が開発されている。加圧式のUF膜の材質は、

ポリアクリロニトリル、ポリスルフォン、ポリオレフィ

ンが一般的で、分画分子量は2万～10万のものが使われ

ている。フラックスは1．0～1．5mで／／㌦・日、膜面流速2

～3mノ′／秒である。一次処理水は全項目とも他の固液分

離装置より良好な水質が得られている（表2）58）。

凝集汚泥用膜分離装置は混和糟、凝集原水槽、UF装

置および膜洗浄装置から構成されており、凝集はCOD、
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表2　国液分離装置の平均処理水質58）

項　　目 �方　式■ �除きし尿 �一次処理水 �二次処理水 

BOD（mg／ゼ） �A �8，620 �93 �11 B �8，656 �41 �14 

C �5，823 �7 

COD（mg／β） �A �4，537 �502 �141 B �5，248 �473 �137 

C �3，957 �273 

SS（mg／e） �A �7，438 �192 �17 B �9，473 �331 �20 

C �5，000 �ND 

T－N（mg／β） �A �3，118 �63 �23 B �2，913 �70 �34 

C �2，797 �29 

T－P（mg／ゼ） �A �265 �93 �1．4 B �309 �146 �1．5 

C �255 �69 

色　度（度） �A � �2，347 �317 B C ��2，742 2，015 �437 

塩素イオン （mg／β） �A �2，747 �2，064 �2，191 
B �2，641 �2，335 �3，133 

C �2，557 �2，460 

＊　A：沈殿槽、B：遠心濃縮機、C：UF膜

色度の除去が良好な酸性凝集の実施例が多い
58）69）70）71）72）。膜モジュールおよび材質は生物汚泥用

分離膜と同じであるが、分画分子量は4万と10万のもの

が使われている。透過水量は2．0～2．5n古′／扉・日程度で、

流速は1～1．3m／秒である59）。

5．高負荷処理技術に対する評価と技術的課題

5．1浄化槽汚泥への対応

1970年以降のし尿高度処理技術の開発と発展の経緯を

表3に示す。近年、し尿処理施設における処理上の課題

表3　し尿高度処理技術の開発と発展

西　　　暦 �1975　　　　　　　1980　　　　　　　1985　　　　　　　1990　　　　　　　1995 

処理技術の開発 �lトIlll】】l【lll】 　　　、 �【【】】l【lll �L l l l l 

l　　　　　　　　　　】　　　　　　　　　　　L ′ 

三次処理法：　　　： 　　　】　　　l �】　　l 】　　l 】　　【 

ノ　　　　　　l ’窒素除：去法’： �】　　　L 1　　1 l　　l �l l l 

】　　　l　　　ト　　　　　　　　　　l 】く　　　　　　　　　　　　　〉　：　　　　r 

；　　高　　負：荷　　処　　理　　法　　　1　　　　　： 
l　l 　　　　　．■l 1　1　、 l　】 1　1 �1 � 

膜　分　離　型　高　負　荷　処　理 �盲 

希　釈　倍　率 �20倍希釈　　l　10倍希釈　　】　3倍以下・無希釈 

新処理施設の建設 構造指針の改正 �！霊壷慧墓等芸紺雲要 
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は、浄化槽汚泥対策である。非水洗化人口の減少に伴っ

てし尿の搬入量が減少し代わりに浄化槽汚泥量が増加し

たため、汚泥の混入率は全国平均で約36％（1992年現在）

に達しており、年々混入率が高まる傾向にある。浄化槽

汚泥の性状は、①し尿と比べて濃度が低く、BODはSS

成分に由来する割合が高い、②建築用途により油分の濃

度が高く、前処理設備等に悪影響を及ぼす、③窒素濃度

が低いため、BOD／N比が高い、等の特徴があるため、

汚泥の混入率が高い施設では処理負荷が低下して運転管

理に支障をきたしている73）。このため建設数が最も多

い膜分離型高負荷方式を中心に、高い混入率に対応でき

る省エわレギーの新処理技術および標準方式等の改善技

術について検討する必要がある。

標準方式の施設では浄化槽汚泥の混入率が高くても支

障ない例74）75）や、反対にT－N対策が必要な例76）等が報

告されている。また構造指針ではし尿と浄化槽汚泥の混

合処理方式および専用処理方式が規定されている15）。

現時点で浄化槽汚泥の混入率が高い（60％以上）施設に

適用可能な膜分離型高負荷方式で、㈲廃棄物研究財周に

ょって評価された処理技術77）は、①前処理脱水による

脱リン法を適用した方式、②生物学的脱リン法を適用し

た方式78）、③前処理分離膜と固定生物膜法による硝化・

脱窒を通用した方式79）、である。

①の方式は、除き後のし尿と浄化槽汚泥に余剰汚泥を

混合して脱水したのち生物学的脱窒素を行う方式で、凝

集分離設備を省略する。②の方式は、浄化槽汚泥に余剰

汚泥を混合して脱水後、除さし尿と混合して生物学的な

脱窒素と脱リンを行い、凝集分離設備を省略する。③の

方式は、前処理で凝集・遠心分離した後膜分離を行い、

分離液をプラスチック固定床型の生物膜法で脱窒素し、

凝集分離装置を省略する。

5．2　適正処理の推進

膜分離型高負荷方式の開発によってし尿処理技術は完

成したように見えるが、さらに生物反応等の運転制御を

進めるとともに、汚泥処理の高率化と省エネルギーを追

求し適正処理に努める必要がある。

し尿処理は標準方式によってBODと窒素の同時除去が

可能となり、これが高負荷方式に発展した。両方式を比

較すると、施設全体の槽容量は標準方式がし尿量Qに対

して40Q以上であるのに対して、高負荷方式は20Q以下

で、特に指針外で開発された硝化・脱窒槽等の主要設備

は、5－12Q程度で非常に槽容量が小さい59）80）。し尿

1kgに対する施設面積は、標準方式15”20m2、高負荷方

式10～15。fという報告81）がある。

また電力消費量について比較すると、電力量は標準方

式が90．5KW時／kゼであり、高負荷もほぼ同様な結果で

あったが、燃料は前者が8．8ゼ／／kゼ、後者が6．3g了kゼで

あった82）。維持管理費は、高負荷方式は標準方式の約

1／2に削減されている80）が、近年は標準方式におい

ても契約電力の削減や省エネルギー運転等により使用電

力削減の工夫が図られていが2）83）。

近年開発された高負荷方式は、硝化・脱窒糟が単一槽

形式または単一槽に二次脱窒素槽を付加した形式が主流

で、小容量の槽内で時間的または空間的にDOを変化さ

せて処理している。このため反応槽内のDO、ORPによ

る自動制御84）のほか、NH4－Nを検知して制御する方法

68）85）、ファジー推論を用いて直接NH4－Nを制御する方

法86）、施設の運転データを解析し、特性を把握してばっ

気制御する方法87）が報告されている。（表4）

このように生物反応糟を中心とした省エネルギーや制

御技術は進歩してきたが、膜分離装置等の設備について

はまだ不十分な状態であるので、適正処理をめざしたこ

れらの技術開発が必要である。

表4　生物反応槽の制御方法58）84）

メーカー �1 �2 �3 �4 �5 �6 �1　7 

投入方法 �回分投入 （8回／日） �連続投入 �連続投入 �回分投入 （48回／日） �回分投入 （20－25回／日） �回分投入 （6～8回／日） l �連続投入 

制御用 計測項目 �DO �DO �DO、ORP �DOまたは ORP �DO、ORP �DO �ORPまたは NH4－N 

測定制御 �・投入量 ・サイクル数 ・吸入空気量 ・ばっ気一撹 拝時間比 �・回転数制御 による循環 量 �・空気量 �・循環ポンプ の吐出量 ・循環量 �・空気量 ・循環ポンプ �・空気量 �・空気量 

ばっ気装置 �エジェクター �エジェクダー �回転ばっ気 l �エジェクター �ばっ気ブロワー �エジェクター �ばっ気ブロワー 
式循環ポンプ �式循環ポンプ ��式循環ポンプ �循環ポンプ �式循環ポンプ �水中ミキサー 
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6．おわりに

膜分離型高負荷方式を中心とした現在のし尿処理技術

の発展は、各種の排水処理分野をみても最高の技術レベ

ルにある。ここに至るこれまでの長い間に開発されてき

た諸技術のうち、高い評価を受けているものとして、①

高濃度活性汚泥法と低希釈し尿処理技術、②循環法や低

DOレベルの生物脱窒素技術、③膜分離活性汚泥法の開

発とし尿処理への導入、④高度三次処理技術の導入、⑤

前処理等の周辺技術の進歩、⑥臭気対策の進歩、等があ

る。これらの成果は現在多くの排水処理分野に適用され

ている。

下水道の普及が進むなかで、し尿処理施設を取りまく

環境は厳しいものがあるが、生活排水処理施設の整備と

ともに、これらの施設から排出される汚泥の処理施設と

して位置づけられ、今後とも環境保全に果たす役割は大

きい。なお一層の技術発展を望みたい。
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